
総務省 令和３年度省庁別財務書類の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  （カッコ内は前年度からの増減額） 

（貸借対照表） 
・借入金 30兆 1,122億円 （△1 兆 614億円） 

（業務費用計算書） 
・地方交付税交付金等  

22兆4,063億円 （＋2兆9,594億円） 
    

 

１．作成目的 

一般会計及び特別会計を合算した総務省の財務

状況を開示。 

２．作成方法 

「省庁別財務書類の作成基準」に基づき作成。 

（省庁内部における取引等を相殺消去） 

３．各財務書類の表す財務情報 

（貸借対照表） 

資産及び負債の状況を開示。 

（業務費用計算書） 

本年度に発生した費用の状況を開示。 

（資産・負債差額増減計算書） 

貸借対照表の前年度末資産・負債差額と本年度

末資産・負債差額の増減を要因別に開示。 

（区分別収支計算書） 

歳入歳出決算の財政資金の流れを区分別に開

示。 

 

【所掌する業務の概要】 

総務省は、行政運営の改善、地方行財政、選挙、

消防防災、情報通信、郵政事業など、国家の基本的

仕組みに関わる諸制度、国民の経済・社会活動を支

える基本的システムを所管し、国民生活の基盤に広

く関わる行政機能を担っている。 

【定員数】 4,747人 

【歳入歳出決算の概要】 

[一般会計] 

●歳入 収納済歳入額 

●歳出 支出済歳出額 

       翌年度繰越額 

       不用額 

1,085億円 

27兆 2,536億円 

3 兆 3,653億円 

2,606億円 

[交付税及び譲与税配付金特別会計] 

●歳入 収納済歳入額 

●歳出 支出済歳出額 

       翌年度繰越額 

       不用額 

 55兆2,677億円 

53兆5,807億円 

1兆 2,927億円 

8,023億円 

[東日本大震災復興特別会計] 

●歳入 収納済歳入額 

●歳出 支出済歳出額 

       翌年度繰越額 

       不用額 

0億円 

1,326億円 

0億円 

0億円 

 

 

１．貸借対照表 

（資産） 

・現金・預金… 

歳入歳出決算剰余金の増     ＋5,472億円 

（負債） 

・恩給給付引当金… 

恩給給付引当額の減        △1,179億円 

２．業務費用計算書 

・補助金等… 

補助金等の減          △8兆 6,101億円 

  ・地方交付税交付金等…     ＋2兆 9,594億円 

地方交付税交付金の増 

地方譲与税譲与金の増 

地方特例交付金の増 

・出資金… 

日本郵政株式会社の国債

整理基金への無償所管換

による減 

＋2兆 5,159億円 

＋2,290億円 

＋2,144億円 

 

 

△2,407億円 

３．資産・負債差額増減計算書 

・本年度業務費用合計と財源合計との差額 

 +7,414億円 

（左記(A) + (B)により算出） 

⇒企業会計の「当期純損益」に相当 

４．区分別収支計算書 

・財源… 

  配賦財源の増      

 

△4兆 9,185億円 

財政投融資特別会計から

の受入の減 

・業務支出… 

補助金等の減 

地方交付税交付金の増 

地方譲与税譲与金の増 

地方特例交付金の増 

 

△200億円 

 

＋8兆 6,101億円 

△2兆 5,159億円 

△2,290億円 

△2,144億円 

・財務収支… 

公債償還等支出の減 

＋1,543億円 

・本年度収支（業務収支＋財務収支）の増 

＋5,472億円 

・資金への繰入等の減         ＋5,472億円 

 業務費用計算書 (単位:十億円） 

 前年度 ３年度 増減 

人件費 43 43 △ 0 

退職給付引当金等繰入額 8 10 1 

恩給引当金繰入額等 22 6 △ 16 

補助金等 15,797 7,187 △ 8,610 

委託費等 142 151 9 

地方交付税交付金等 19,446 22,406 2,959 

独立行政法人運営費交付金 48 37 △ 11 

政党助成費 31 31 0 

庁費等 116 86 △ 29 

減価償却費 22 20 △ 1 

貸倒引当金繰入額 0 0 0 

支払利息 0 0 0 

資産処分損益 0 0 △ 0 

出資金等評価損 - 38 38 

その他の業務費用 1 1 0 

    

    

本年度業務費用合計 35,680 30,020 △ 5,659 

 

 
資産・負債差額増減計算書 (単位:十億円） 

 前年度 ３年度 増減 

前年度末資産・負債差額 △ 29,942 △ 28,725 1,217 

本年度業務費用合計 (A) △ 35,680 △ 30,020 5,659 
財源合計 (B) 36,630 31,711 △ 4,918 

租税等財源 3,673 4,394 720 

配賦財源 32,896 27,277 △ 5,618 

他会計からの受入 60 40 △ 20 

無償所管換等 2 △ 203 △ 205 

資産評価差額等 265 △ 55 △ 320 

本年度末資産・負債差額 △ 28,725 △ 27,292 1,432 

（参考） (A) + (B) 949 1,691 741 
   

 区分別収支計算書 (単位:十億円） 

 前年度 ３年度 増減 

業務収支 1,294 2,748 1,454 
 財源 37,118 32,851 △ 4,266 

 業務支出 △ 35,823 △ 30,102 5,721 

財務収支 △ 154 △ 1,061 △ 907 

 公債発行等収入 31,173 30,112 △ 1,061 

 公債償還等支出 △ 31,328 △ 31,174 154 

本年度収支（業務収支＋財務収支） 1,139 1,686 547 

資金への繰入等 1,139 1,686 547 

本年度末現金・預金残高 1,139 1,686 547 

 

公債関連情報（仮定計算により算定） 
公債発行対象経費及び歳出決算額の累計額等
を基礎として配分される本年度末公債残高 53 兆
8,334 億円、本年度公債発行額 3 兆 8,141 億円、
本年度利払費 3,130億円  

省庁別財務書類について 

 

総務省の業務等の概要 

 

主な増減内容 

 

参考情報 

 

  貸 借 対 照 表  (単位:十億円） 

 前年度 ３年度 増減  前年度 ３年度 増減 

＜ 資産の部 ＞ ＜ 負債の部 ＞ 

現金・預金 1,139 1,686 547 未払金 32 25 △ 6 

未収金 4 4 0 賞与引当金 3 2 △ 0 

前払費用 0 0 0 借入金 31,173 30,112 △ 1,061 

その他の債権等 0 0 △ 0 退職給付引当金 54 55 0 

貸倒引当金 △ 0 △ 0 △ 0 恩給引当金 516 398 △ 117 

有形固定資産 243 241 △ 1 その他の債務等 0 0 △ 0 

無形固定資産 19 13 △ 6     

出資金 1,646 1,354 △ 292     

        

        

    負債合計 31,779 30,594 △ 1,184 

    ＜ 資産・負債差額の部 ＞    

    資産・負債差額 △ 28,725 △ 27,292 1,432 

資産合計 3,054 3,302 247 負債及び資産・負債差額合計 3,054 3,302 247 

 

主な科目の内訳 



総務省 令和３年度省庁別連結財務書類の概用 

 
資産・負債差額増減計算書 (単位:十億円） 

 省庁ベース 連結ベース 差額 

前年度末資産・負債差額 △ 28,725 △ 14,030 14,694 

本年度業務費用合計 (A) △ 30,020 △ 39,960 △ 9,939 
財源合計 (B) 31,711 42,211 10,499 

租税等財源 4,284 4,284 - 

その他の財源 27,427 37,926 10,499 

無償所管換等 △ 203 △ 203 △ 0 

資産評価差額 △ 55 △ 1,277 △ 1,222 

その他資産・負債差額の増減 - △ 13,982 △ 13,982 

本年度末資産・負債差額 △ 27,292 △ 27,243 49 

（参考） (A) + (B) 1,691 2,250 559 
 

 区分別収支計算書 (単位:十億円） 

 省庁ベース 連結ベース 差額 

業務収支 2,748 71,940 69,191 
財源 32,851 156,857 124,005 

 業務支出 △ 30,102 △ 89,208 △ 59,105 

業務活動によるキャッシュ・フロー - 4,291 4,291 

財務収支 △ 1,061 △ 1,578 △ 516 

 借入収入 30,112 27,720 △ 2,391 

 借入返済等支出 △ 31,174 △ 29,298 1,875 

本年度収支（業務収支＋財務収支） 1,686 70,362 68,675 

連結除外による現金・預金の減少 - △ 67,903 △ 67,903 

翌年度歳入繰入等 1,686 2,459 772 

本年度末現金・預金残高 1,686 2,459 772 

 

 貸 借 対 照 表  (単位:十億円） 

 省庁ベース 連結ベース 差額  省庁ベース 連結ベース 差額 

＜ 資産の部 ＞ ＜ 負債の部 ＞ 

現金・預金 1,686 2,459 772 未払金等 25 68 43 

有価証券 - 0 0 保管金等 - 4 4 

未収金等 4 53 48 賞与引当金 2 3 0 

貸付金 - 3,391 3,391 独立行政法人等債券 - - - 

貸倒引当金 △ 0 △ 0 △ 0 借入金 30,112 33,503 3,391 

有形固定資産 241 337 95 郵便貯金 - 591 591 

無形固定資産 13 20 7 責任準備金 - - - 

出資金 1,354 1,129 △ 225 契約者配当準備金 - - - 

その他の資産 0 12 11 退職給付引当金 55 63 7 

    恩給引当金 398 398 - 

    その他の負債 0 14 13 

    負債合計 30,594 34,647 4,052 

    ＜ 資産・負債差額の部 ＞    

    資産・負債差額 △ 27,292 △ 27,243 49 

資産合計 3,302 7,404 4,101 負債及び資産・負債差額合計 3,302 7,404 4,101 

        

 
 業務費用計算書 (単位:十億円） 

 省庁ベース 連結ベース 差額 

人件費 43 2,075 2,032 

退職給付引当金等繰入額 10 206 196 

恩給引当金繰入額等 6 6 - 

保険金等支払金 - 5,549 5,549 

補助金等 7,187 7,161 △ 25 

委託費等 151 187 35 

運営費交付金 37 - △ 37 

地方交付税交付金等 22,406 22,406 - 

政党助成費 31 31 - 

庁費等 86 83 △ 3 

減価償却費 20 242 222 

契約者配当準備金繰入額

 

- 73 73 

貸倒引当金繰入額 0 1 1 

支払利息 0 229 229 

資産処分損益 0 251 251 

その他の業務費用 39 1,453 1,413 

本年度業務費用合計 30,020 39,960 9,939 

 

 

（注）省庁ベースは、省庁別財務書類（一般会計・特別

会計）を指す。 

 

１．貸借対照表 

（資産） 

現金・預金…郵便貯金簡易生命

保険管理・郵便局ネ

ットワーク支援機構 

＋6,898億円 

貸付金…郵便貯金簡易生命保険

管理・郵便局ネットワ

ーク支援機構 

＋3兆3,915億円 

 

出資金…相殺消去 △2,258億円 

 

（負債） 

借入金…郵便貯金簡易生命保険

管理・郵便局ネットワ

ーク支援機構 

＋3兆3,915億円 

郵便貯金…郵便貯金簡易生命保

険管理・郵便局ネット

ワーク支援機構 

＋5,916億円 

 

２．業務費用計算書 

  保険金等支払金･･･日本郵政   ＋5兆 5,493億円 

郵便貯金簡易生命保険管理・郵便

局ネットワーク支援機構 

＋3兆 57億円 

相殺消去   △3兆 50億円 

 

３．資産・負債差額増減計算書 

   本年度業務費用合計と財源合計との差額 

                        2兆 2,509億円 
（左記(A) + (B)により算出） 

⇒企業会計の「当期純利益」に相当 

 

業務費用… 連結による増    ＋13 兆 4,297億円 

相殺消去        △3 兆 4,905億円 

その他の財源…連結による増    ＋13 兆 9,922億円 

相殺消去        △3兆 4,905億円 

４．区分別収支計算書 

財源… 連結による増        125 兆 2,587億円 

相殺消去          △1兆 2,531億円 

業務支出…日本郵政株式会社による貸付けによる支出 

                                △8兆  364億円 

日本郵政株式会社による有価証券の取得による支出 

                △48兆 5,180億円 

 

 

１．作成目的 

総務省の業務と関連する独立行政法人等を連

結した財務状況を開示。 

２．作成方法 

「省庁別財務書類の作成基準」に基づき作成
（省庁別財務書類と独立行政法人等を合算
し、総務省と独立行政法人等の債権債務等を
相殺消去）。 

３．連結の範囲等 

（連結対象法人） 

国立研究開発法人情報通信研究機構 

独立行政法人統計センター 

独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便

局ネットワーク支援機構 

日本郵政株式会社（当期末に連結除外の処理

を行っている。） 

 

（連結対象法人と総務省の業務関連性） 

・上記に掲げた連結対象法人のうち、国立研究

開発法人情報通信研究機構及び独立行政法人

統計センターは、総務省から運営費交付金を受

けている。 

・また、独立行政法人統計センターを除く３法人

については、政府からの出資金を受けている。 

 

（連結の基準） 

総務省が所掌している業務と関連する事務・事

業を行っている独立行政法人等を連結（監督権

限及び財政支出の有無により判断）。 

 

４．省庁別連結財務書類の留意点 

連結に際しては、連結対象法人の既存の財務

書類を利用し、独立行政法人などの固有の会

計処理について、必要な修正を行った上で連

結している。 

省庁別連結財務書類について 
省庁ベースとの主な相違 

 



 

総務省 令和３年度一般会計省庁別財務書類の概要 

総務省一般会計 平成２２年度財務書類の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

１．作成目的 

総務省の一般会計の財務状況を開示。 

２．作成方法 
「一般会計省庁別財務書類の作成基準」に基
づき作成。 

１．貸借対照表 

（資産） 

その他の資産… 

・交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入に係

る未精算額の増                 1,806億円 

出資金… 

・日本郵政株式会社 

国債整理基金への無償所管換による減      

△2,407億円 

（負債） 

恩給給付引当金… 

・恩給給付引当額の減           △1,179億円 

その他の負債… 

・交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入に係

る未繰入額の減            △2,092億円 

２．業務費用計算書 

補助金等… 

・特別定額給付金給付事業費補助金の減  

△12兆 6,790億円                  

交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入の増 

                     ＋4兆 6,981億円 

庁費等… 

・庁費等の減                    △ 293億円 

３．資産・負債差額増減計算書 

 本年度業務費用合計と財源との差額 

   △1兆 4,576億円 

（左記(A) + (B)により算出） 

⇒企業会計の「当期純利益」に相当 

４．区分別収支計算書 

 財源… 

・配賦財源の減             △5兆 4,101億円 

業務支出… 

・補助金等の減            △8兆 6,085億円 

・恩給給付費の減                  △284億円 

 業務費用計算書 (単位:十億円） 

 前年度 ３年度 増減 

人件費 43 43 △ 0 

賞与引当金繰入額 3 2 △ 0 

退職給付引当金繰入額 5 7 1 

恩給給付費 0 0 △ 0 

恩給引当金繰入額 22 6 △ 16 

補助金等 

 

15,795 7,187 △ 8,608 

委託費等 141 151 9 

独立行政法人運営費交付金 48 37 △ 11 

政党助成費 31 31 0 

交付税及び譲与税配付金特

別会計への繰入 
14,469 19,167 4,698 

庁費等 116 86 △ 29 

減価償却費 22 20 △ 1 

貸倒引当金繰入額 0 0 0 

資産処分損益 0 0 △ 0 

その他の経費 0 1 0 

本年度業務費用合計 30,701 26,781 △ 3,919 

 

 

 
資産・負債差額増減計算書 

(単位:十億円） 

 前年度 ３年度 増減 

前年度末資産・負債差額 2,557 4,755 2,197 

本年度業務費用合計 (A) △ 30,701 △ 26,781 3,919 

財源合計 (B) 32,631 27,253 △ 5,377 

主管の財源 76 108 32 

配賦財源 32,555 27,145 △ 5,410 

無償所管換等 2 △ 203 △ 205 

資産評価差額 265 △ 55 △ 320 

本年度末資産・負債差額 4,755 4,968 213 

（参考） (A) + (B) 1,929 472 △ 1,457 

 

 区分別収支計算書 (単位:十億円） 

 前年度 ３年度 増減 

業務収支 - - - 

 財源 32,631 27,253 △ 5,377 

 業務支出 △ 32,631 △ 27,253 5,377 

財務収支 - - - 

本年度収支（業務収支＋財務収支） - - - 

    
    

本年度末現金・預金残高 - - - 

 

一般会計省庁別財務書類について 

主な増減内容 

 貸 借 対 照 表  (単位:十億円） 

 前年度 ３年度 増減  前年度 ３年度 増減 

＜ 資産の部 ＞ ＜ 負債の部 ＞ 

現金・預金 - - - 未払金 32 25 △ 6 

未収金 4 4 0 賞与引当金 3 2 △ 0 

前払費用 0 0 0 退職給付引当金 54 55 0 

その他の債権等 4,178 4,359 180 恩給引当金 516 398 △ 117 

貸倒引当金 △ 0 △ 0 △ 0 その他の債務等 731 522 △ 209 

有形固定資産 243 241 △ 1     

無形固定資産 19 13 △ 6     

出資金 1,646 1,354 △ 292 負債合計 1,337 1,004 △ 332 

        

    ＜ 資産・負債差額の部 ＞    

        

    資産・負債差額 4,755 4,968 213  

     

 

   

資産合計 6,092 5,973 △ 119 負債及び資産・負債差額合計 6,092 5,973 △ 119 

 

 

【所掌する業務の概要】 

総務省は、行政運営の改善、地方行財政、選

挙、消防防災、情報通信、郵政事業など、国家

の基本的仕組みに関わる諸制度、国民の経済・

社会活動を支える基本的システムを所管し、国

民生活の基盤に広く関わる行政機能を担ってい

る。 

【定員数】4,747人 

【主な財政資金の流れ】 

・交付税及び譲与税配付金特別会計 

←地方交付税交付金等 19兆 5,575億円 

・独立行政法人（国立研究開発法人を含む） 

←運営費交付金等  1,355億円 

・地方公共団体・民間団体等                     

←補助金等    7兆 2,407億円 

                            等 

                      

【歳入歳出決算の概要】  
 ［一般会計］ 
●歳入 収納済歳入額          1,085 億円

  
●歳出 支出済歳出額     27兆 2,536億円 
     翌年度繰越額       3 兆 3,653億円 
     不用額                 2,606億円 

 

 

公債関連情報（仮定計算により算定） 
公債発行対象経費及び歳出決算額の累計額等
を基礎として配分される本年度末公債残高   
53 兆 8,334 億円、本年度公債発行額 3 兆 8,141
億円、本年度利払費 3,130億円  

総務省の業務等の概要 

参考情報 

                   （カッコ内は前年度からの増減額） 

（区分別収支計算書） 
・業務支出 27兆 2,536億円 （△5 兆 3,777億円） 
・・・交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入    
     19兆5,575億円 （＋3兆3,013億円） 

主な科目の内訳 
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